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翻訳「個人の地位-1990年代における発展の方向性」
(社会庁『スウェーデンにおける社会サービス：2003年の概要』2003年、245-264頁）

高田清恵

【解説】

本稿は、2003年にスウェーデン社会庁が公表した『スウェーデンにおける社

会サービス：2003年の概要』（Socialstyrelsen，SocialtjiinsteniSverige：En

6versikt2003，Stockholm2003）第12章「個人の地位-1990年代における発

展の方向性」（"Denenskildesgtiillning-nagrautvecklingslinjerunder
O

l990-talet'',ｓ245-264）の試訳である。

同報告書では、スウェーデンにおける社会的支援、ケア、介護、サービス等

を必要とする者を対象とする社会サービス全般にわたって、その動向、現状お

よび課題について包括的な概観が行われており、社会庁はこれを３年ごとに公

表している。

スウェーデンの社会サービス法（2001:453,旧1980:620）は、利用者／当事

者民主主義を基礎とし個人の自己決定権と尊厳の尊重を社会福祉事業の基本原

則としてかかげている。ここから、社会福祉施策の計画、形成、実施、評価そ

して日常生活のあらゆる場面において利用者本人の影響力を強化することが重

視されている。本文にあるように、利用者が影響力をもつということは、本人

の意見や希望が反映されることを意味する。

「当事者／利用者の影響力」という分野は、スウェーデンにおいてもいまだ

研究の蓄積が浅く、今後のさらなる検討を要する分野であるとされている。し

かし、個人の影響力の強化がスウェーデンで重視されていることは、報告書の

中でこのテーマのために１つの章があてられていること自体からも明らかであ
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る。

本章では、スウェーデンにおいて、利用者の地位と影響力の強化のために様々

な試みが行われてきていることが明らかにされている。とりわけ'990年代には、

このような方向性の具体化として、社会福祉の分野における三大改革が行われ

てきた。一つは高齢者福祉に関する1992年の「エーデル改革」であり、これに

より高齢者の医療に関する主たる権限および義務が県からコミューンに委譲さ

れた。二つ目には障害をもつ者に関する特別法「特定の機能障害を有する者に

対する支援およびサービスに関する法律（Lag〔1993387〕omstodochservice

tillvissafimktionshindrad〔LSS法〕)」の制定を導いた「LSS改革（障害者

改革)」である。同法は社会サービス法の「上乗せ法」としての位置を占め、

重度かつ継続的な機能障害をもつ者に対して、１０種類の特別の施策についての

権利を定めたものである。三つ目には、精神的な疾患に基づく障害をもつ者の

医療および福祉に関する改革であり、いわゆる「精神障害者改革」と呼ばれて

いる。

本章では、1990年代に行われた三大改革をはじめとする同分野における様々

な発展を通じて、社会サービスの分野において個人の地位がどのように強化さ

れ、その影響力が強化されたのかという点に焦点をあてて分析・検討が行われ

ている。加えて、これらの試みについては、事後に公的機関によって実態調査

等に基づくフォローアップが行われており、実態に即した問題点や課題が指摘、

検討されている点でも注目される。

また法学的な観点では、利用者／当事者が自分自身の受け取る施策の計画、

形成、実施等に現実に影響力を行使しうる前提として、個人の法的権利の重要

性が強調されている点でも注目される。

なお、訳文中の節等の番号については、訳者が便宜上付したものである。ま

た、注釈については原文に付されたとおりであるが、注釈番号が原文とは異なっ

ている点をあらかじめお断りしておく。

(８６）
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【翻訳】「個人の地位-1990年代における発展の方向性」（試訳）

１序

1990年代と2000年代の最初の年には、社会サービスの分野において、多くの

全面的変革が行われた。エーデル改革、障害者改革、精神障害者改革がこれに

属するものである。立法者の明確な目標は、個人の地位を強調し自分の受ける

施策に対する影響力を増加させることにあった。そして、個人が市民としての

権利を認められ、一般人と等しい条件で生活することを可能とする事を長期的

目標として掲げていた。

この「個人の視点」は、社会サービス施策に関して議論される際に他の形で

も重点をおかれるようになってきた。例えば、いわゆる質の向上のための事業

において顕著である。今日、多くのコミューンでは、社会サービス事業に対す

る利用者または当事者の意見を取り入れる手順をより発展させてきている。別

の例としては、個人がさまざまな選択肢や提供者のなかから選ぶことができる

ような選択制度を導入したり、ホームヘルプの分野に柔軟な規則を用いたりし

ているコミューンもある。

個人の影響力は、立法者により優先されている分野の一つであり、社会サー

ビスにおけるその他の発展の方向性からも支持を受けている分野でもある。し

かし、これは制度上の知識が不十分な分野でもあり、同時に今後の発展の可能

性が大きな分野でもある。それゆえ、利用者や当事者の影響力が、将来社会サー

ビス分野で議論及びメソッドの発展の対象となることが推測される。

ここで用いている影響力（inflytande）という用語は、社会サービス施策の

計画・形成・評価に対し、それを受ける側の「個人」が自分の意見を反映させ

る可能性を意味するものとする。集団的形態（協議会、協同組合、また利用者

により運営されている事業等）における利用者の影響力については、本章では

(８７）
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あまり詳細に扱わないこととする。しかし、このように集団的形態によって社

会サービスにおける「利用者の視点」を強化するという大志の表れもまた、現

在進行中の発展として描写することができる。集団的形態による影響力につい

ては精神障害者改革の評価を行う際にも注目されており、地方自治法が改正さ

れたことで利用者達がコミューンの事業に対して影響力を与えることができる

ようになってきている。（Prop2001/2002:80)。

これに対応して、個人の影響力と権利に関して立法者がコミューンに要求し

ているものも、より強く明確なものになってきていると言える。このことから、

本章では個人の影響力の問題に焦点をしぼることとする.

本章の構造

本章では、第一に、「個人主義化」及び「社会的権利」という概念について

議論する．次に、様々な社会サービス施策の諸領域において、個人が影響力を

行使する可能性が実際にどのように変化してきているかについて概観する。本

章で行う検討の基礎資料になっているのは、主として1990年代に行われた改革

とこれらの法改正に関する研究、社会庁のこれらの改革に関するフォローアッ

プ報告書である。また本章の目的は、関連施策に対する個人の影響力が増大し

たか否かという疑問の解答にクローズアップすることである。

最後に本章のまとめとして、個人の影響力に関するいくつかの原則的な問題

についても取り上げる。とりわけ、影響力の増大を求める声とコミューンの資

源不足との関連性、また自分の意見を主張する能力に欠ける者が個人主義化の

増大によってどのような影響を受けるのか等の点について概観する。

(８８）
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２背景

（１）福祉サービスにおける個人主義化

この章における個人主義化という用語は、社会の中で個人がより大きな主体

となる（役割を占める）ことを意味するものとする。このことは、個人が自ら

の生き方を決定する権利を要求するということをも意味する（S6rbom,2002)。

障害者改革、エーデル改革、精神障害者改革は、社会サービス施策における

上記の意味での個人主義化を実現したものであると理解することができる。こ

の点について、政府法案「1990年代に向けての高齢者福祉一Ａldreomsoregen

inftjrnittiotalet（ProPl987/88:176)」には、「すべての人は、その年齢にか

かわらず、その人特有のライフヒストリーを持っており、これからの自分の生

き方に関する意見や決定権を持っているユニークな個人であるとみなされる｡」

と述べられている。

また'980年代には、「すべての人は、自由と個人の尊厳が保護されうるよう

な住宅をもつ権利を有する。長期的な援助を必要とする者は、自分の住居にお

いてできる限り自立することができるよう援助を提供される」ということが住

宅政策の目標として採択された。（Propl986/87:48)。このような考え方は、

高齢者および障害をもつ者が自己決定を行う権利及び自分の住居を持つ権利に

関して、それ以降にとられた政治的姿勢に表れていると言える。

個人主義化に関する別の例としては、国会の社会福祉調査委員会が障害者福

祉改革の立法準備作業の中で、「精神障害を有する者に対する施策は、それぞ

れの個人が持つ前提条件及び必要性に適合したものでなくてはならない」

(1992/94:SoU28）という原則を主張したことが挙げられる。

ここから、個人主義化とはすなわち施策が本人とその人の持つ前提条件及び

必要性の両方に焦点を当てたものでなくてはならないことを意味するといえる。

(８９）
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同時に、施策の計画・形成・実施全ての面で、本人が直接的な影響力を有する

べきことも意味している。精神障害者改革における個人の地位の強化とは、専

門家から利用者及びその家族への権限の委譲として表現されている（Knutsson

＆Pettersson，1995)。

もっとも顕著な個人主義化の例は、特定の機能障害を有する者に対する支援

およびサービスに関する法律（以下ＬＳＳ法という｡）であろう。立法準備作業

の文書の中で個人主義化の方向性が指摘されていただけでなく、制定された法

律の中でも「個人とは明確な権利を生まれつき有している存在であり、その権

利の行使を請求できるのはその個人だけである」（Barron，2000）という原則

が存在しているからである。

しかしながら、個人主義化の結果は決して単純なものではない。よって、そ

れがどのような経済的結果をもたらすのか、そして自分の権利を自ら主張する

ことが困難な者に対してどのような効果をもたらすのかについて、議論する必

要性が出てくる。これらの点については、後述の「議論」の部分で再び扱うこ

ととする。

（２）市民としての権利と社会的権利

この数年には、市民としての権利という視点にも焦点があてられてきている。

その例としては、障害をもつ人に対する政府の行動計画「患者から市民に－

Fr5mpatienttillmedborgare（Propl999/2000:79)」がある。ここには、

障害をもつ人に対する社会的な施策の目的が、障害をもつ人にケアや福祉を提

供することだけではなく、他の市民と同等の権利と義務を有すことが出来るよ

う取りはからうことだという点が強調されている。

マーシャル（Marshall）は、市民権についての３つの権利次元に重点をおく

発展モデルを構築している（Marshall，1950)。

(９０）
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１．「市民的」市民権（信仰と表現の自由、契約の自由、財産権等）

２．「政治的」市民権、とりわけ選挙権を指す。

３．「社会的」市民権、すなわち様々な福祉的措置を通じて得られる個人の

社会的安全を指す。

マーシャルの理論によると、個人は社会に対して権利を請求する権利を有す

る存在である。個人は福祉の受給者になるだけでなく、請求するための権利を

有する主体でもある。

マーシャルはまた、一定の権利群を普遍的かつ道徳的な権利とみなし、それ

らは市民権と結びつかないものとした。そのような権利は、実定法に基づく権

利規定や一般的に適用されている社会的条約から生じるものではない

(Handenius,2001)。子どもの権利条約や障害をもつ人に対する国連の国際基

準などがそれに該当する例である。

以上により、個人が各国で選択される政治的解決のみに委ねられているわけ

ではないという結論に達することができる。その反対に、個人は国家に対して

基本的な必要性を満たすことを要求することができ、他の者と等しく生活する

ことが可能となるよう障壁を取り除くことを要求することができるのだと言え

る。それゆえ、この分野における市民権及び人権の発展は、近年個人の影響力

が強調されてきたことに対する背景的要素であると描写することができるので

ある。

３様々な事業分野における影響力

（１）社会サービス法の概観

人間は自分の置かれた状況に影響を与えることのできる存在であるという信

（９１）
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念が、社会サービス法の土台の一つであるとされている（Norstr6m＆

Thunved，2002)。自由意思及び自己決定は、社会サービスにおいて個人に関

する案件を取扱う際の指針でなければならない。社会は、個人を援助する基本

的義務を負うものであり、個人は自分の状況に対する自己決定権を有するもの

である（Prop、1979/80:ｌｓ２１０)。それゆえ権利の考え方は、社会サービス法

において中心的な原則であるということができる。しかし、社会サービス法の

立法準備作業文においては、社会サービス法が無条件で提供されるものではな

く、個人及び団体の有する資源を解放するためのものであるということが強調

されている。また社会サービス法における諸権利は、ＬＳＳ法に規定されている

諸権利ほど詳細に規定されているものではない。

（２）社会サービス法に基づく高齢者の影響力

社会サービス法には、高齢者に対する社会サービスの責任について、「社会

委員会は、高齢者が安全な状況のもとで自立した生活を送ることを可能とする

よう努めなければならない。また高齢者が他者とのつながりの中で、積極的か

つ意義のある生活を送ることができるよう努めなければならない（第５章４条）

と規定されている。

ノーマライゼーションは、1991年のエーデル改革と呼ばれる改革が行われた

理由の一つであった*!。たとえば１日施設は、通常の賃貸契約を結ぶことなどに

より、より高い住宅水準を備えた通常住宅へと転換されなくてはならないとさ

れた。また、日常生活における個人の影響力を強化することが長期的目標とさ

れた。

｡［この改革により、ナーシングホーム、身体的疾患を有する患者を対象とした長期入院

施設及びデイサービスの責任がコミューンに委譲された。コミューンはまた、医学的

処置の完了した者にかかる費用を支払う義務を負うこととなった。

(９２）
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国会により高齢者政策のための国の行動計画が採択されている（Prop

l996/97:124）が、そこでの４つの目的のうち２つは以下の通りである。一番

目は高齢者が積極的な生活をおくることでき、また日常生活において影響力を

行使することができることであり、二番目は本人が自立を保ちつつ安全な環境

のなかで年をとることができることであった。後者は、仮に高齢者が、例えば

高齢者福祉または医療施策等に完全に依存するようになった場合であっても、

自分自身の生き方と日常生活に影響力を行使する可能性が与えられるべきであ

ることを意味している。

高齢者の影響力は強化されたのか

国の高齢者政策のための行動計画に対するフォローアップとして、高齢者自

身が受けているケアおよび介讃について実際どう思っているのかという諸調査

が行われた（社会庁，2002a)。いくつかの調査に共通なことは、職員の対応の

質という点について高齢者が満足いくものだと回答していたことであった。こ

れに対して、ケアや福祉提供者とコンタクトをとることが難しいなど、多くの

者が利用しやすさという点に関して不備な点があると答えていた。このことは

当然、影響力を行使するための可能性にも影響を及ぼすこととなる。

しかしここ数年、一定の分野において改悪の傾向も見られている。とりわけ

高齢者は、職員が忙しそうにしていてゆっくりする時間がないという感想を持っ

ている。高齢者にとって、時間的余裕及び直接職員と接する機会を持つことが

影響力を行使するための前提条件である。時間的余裕という要素は、以前の調

査研究においても、高齢者の無力感を理由づける中心的な要素であると指摘さ

れている（社会庁1997a)。

このような状況を改善するために、いくつかのコミューンでは先進的な取組

みが行われている。影響力及び柔軟性を増大させるための措置には様々な例が

(９３）
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存在する。ホームヘルプ事業を高齢者の必要性に合わせるため、ホームヘルプ

を受けることが可能な時間数を月単位で決定するという試みが行われている。

これにより、自分にとって最善の日時にホームヘルプを受けたり、ホームヘル

プの時間を節約して他の日時に振り返ることが可能になる。他にも、近親者の

介護をしている人が１週間のうちいつでも好きな時に交代サービスを利用でき

るようなシステムを発展させているコミューンもある。近親者の拘束感が前よ

りも少なくなっただけでなく、ずっと先まで計画する必要なく自分自身の活動

に従事することも可能となった。

また、苦情処理の手順を全面的に改善したコミューンもある（社会庁＆レー

ン中央行政庁2002)。その他にも、例えば少なくとも週１回シャワー介助を受

けられるなど、高齢者が一定レベル以上の施策を保証されるといった福祉の保

証制度を導入しているコミューンもある。

ここで問題となるのは、高齢者の希望や必要性に即した施策を提供できるよ

う多大な投資を行っているコミューンがある反面、まだ低い水準しか保ててい

ないコミューンも多々存在するということである。また、上に挙げたような改

善は主としてホームヘルプの分野で行われているもので、最も大きな必要性を

有していることが多いと言われる特別住居入所者に対しては適用されていない

という点も問題である（社会庁、2003a)。

特別住居における高齢者の影響力

特別住居に住む高齢者は、大きな介護の必要性を有しており、日常生活を営

むために多くの施策を必要としている。この場合、影響力とは、自分自身の日

常の生活を決定することが許されること、および自立と個人の尊厳を保つこと

ができるということを意味する。

政府に提出した現状報告書の中で、社会庁は、高齢者福祉の分野には無理が

(９４）
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生じてきており、重大な不備が存在していると発表している（社会庁2003b)。

とりわけ職員不足と職員の能力及び教育の不十分さが多くのコミューンを脅か

している。これは、個人の必要性と希望に即したケアを提供する可能性を大き

く左右するものである。

レーン中央行政庁の監督により、高齢者が一人一人違った個性を持つ個人と

してではなく－集団として扱われるようになってきているという問題が明らか

にされている（社会庁＆レーン中央行政庁、2003)。そこには、高齢者が就寝、

起床、食事などの時間を自分で決められるということはほとんどないという例

が挙げられている。

ケアがルーティンワークになってしまっており、個人のライフヒストリーに

即したケアが提供されていないという点についても、しばしば利用者組織もし

くは家族組織から批判されている。（社会庁、2003c)。また、職員が患者や利

用者によりよく接することができるために、その人達の人となりを知ろうとい

う努力をしていないという批判も生じている。1998年に年金者組合の全国組織

が国内における多数の高齢者住居を対象として視察調査を実施したが、その報

告によると、例えば日光浴、散歩などの目的で外出する際に個人が影響力を行

使できる可能性に不備な点が多いという指摘がされている（PRO、1998)．2.

認知症の高齢者を対象とした特別住居では建物に鍵をかけていることが多い

ため、居住者が自分で勝手に外に出ることは事実不可能となっている（社会庁

2002a)。また、高齢者の行動の自由を制限する目的で、転倒防止用ベルト補

助ベルト車椅子用テーブルなどの器具が使われている例も明らかにされてい

る。このことから、自己判断能力が不十分な高齢者に対する法的状況は明らか

に不十分なものであると言える。

ノルウェーの研究によると、重度の介護の必要性を有する者にとって、個人

蝋２これに対して、調査結果は他の多くの側面にも及んでいる。

（95）
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主義を保持することは最も重要であることが多いとされている（Slagsvold，

2001)。着る衣服やヘアスタイルを自分で選ぶこと、自分の望む方法でベッド

メーキングしてもらうことなどが重要なのである。それゆえ、高齢者の影響力

について語る際に、これが最も大きな不備点のある分野であると主張し続ける

ことが重要となってくる。

（３）社会サービス法における子どもの影響力

社会サービス事業には、「子どもの視点」を強化するための規定が新たに導

入されてきている。例えば、子どもを対象とする措置の場合には、子どもの最

善が考慮されなければならない（社会サービス法第１章２条).3.

子どもの権利条約12条には、子供には自己の意見を表明する絶対的権利、及

びその意見を尊重される絶対的権利を有していると規定されている。同条項は、

社会サービス法第３章５条に具体化されている。そこには、措置が子どもに関

わっている場合、子どもの意見が可能な限り明らかにされなければならないと

規定されている。しかし、そのために子どもが難しい選択状況に置かれるよう

なことのないよう十分に配慮した上で行われなくてはならないとされている゛4．

子どもの発言権は、親権者の意思によって制限されうる。親子法第６章11条

によると、親権者は子どもの個人的事柄について決定する権利と義務を有して

いる。しかし、子どもの年齢や成長を考慮に入れた上で、どの程度子ども自身

の自己決定の権利を重視するかを判断する必要がある。問題の困難さ及び子ど

ｎ
Ｊ
（
弓

中
の 同条項は、子どもの権利条約３条に相当する。

社会サービスに関する調査手続きにのみ該当する特別の規定も存在する。15歳以上の

児童は、サービス法に基づく案件において自ら意見を述べる権利を有する（社会サー

ビス法第11章10条)。１５歳未満の児童については、調査にとって有益であり、かつ当

該児童がそれにより傷つけられるおそれがない場合は、当該児童の意見が聞かれるべ

きである。同様の趣旨の規定は、宵少年のケアに関する特別規定に関する法律(LVU）

第36条にも設けられている。

(９６）
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もの年齢と成熟度といった個人的前提条件が、親権者の意思に反して発言する

権利を子供に認めるかどうかを決定する要素となる（SOU2000:77)。

子どもの影響力は増大したか

これまで長期間にわたって行われた多くの調査により、社会サービスにおけ

る児童福祉に関する案件において、子ども本人が調査の際に発言する意思があ

るかを尋ねたりその意見に配慮したりすることはほとんどなかったということ

が明らかにされている（社会庁、l995a、1996)。しかしここ数年には、多少の

変化が生じてきている。結論は、児童と青少年に関係する社会サービス法の改

正に対し社会庁が行ったフォローアップの結果から導き出すことができる（社

会庁、2001a)。例えば今日、児童福祉の案件に関する調査段階でどのように子

どもの意見を明らかにするかという手順を文書化し、日常業務の中に取り入れ

ているコミューンが多数存在する。また、子どもと話をすることも、1990年代

の半ばに比べて一般的になってきている。しかし、社会福祉業務に従事してい

る職員が調査をする際に子どもと対話をしていた場合でも、子どもの意見が当

然のように文書として記録されるというということはない。また、子どもの意

見が行政決定に対してどのような影響を与えたのか記録されることもほとんど

ないのである。

1998年、1999年および2001年の監督報告書における結論を比較すると、明確

な違いが存在していることがわかる。レーン中央行政庁は1998年に行われた監

督で、児童福祉の案件において子どもが自分の意見を表明する可能性は極めて

不十分であると判断している（社会庁＆レーン中央行政庁、1999)。これに対

して翌年の1999年には、コミューンが子どもの視点に関する調査メソッドを様々

な方法で発展させてきていることが多くのレーン中央行政庁によって指摘され

ている（社会庁＆レーン中央行政庁、2000)。とりわけ、子どもの必要性と梅

(97）
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利の解明については以前よりもいっそう改善されているとしている。2001年に

出された最新の監督報告書には、コミューンはさらに前進を遂げ、子どもが以

前よりも広範囲で自分の意見を表明できるようになったと指摘されている（社

会庁＆レーン中央行政庁、2001)。しかしながら、このような明確な傾向があ

るにもかかわらず、状況はいまだに満足のいくものとは言い難く、児童福祉の

案件の調査における子どもの視点への配慮という点に関してまだ不備な点のあ

るコミューンが多いと監督報告書にかかれている。

依存症ケア、生計維持援助など児童福祉以外の援助分野の調査・決定に子ど

もの視点がどのように取り入れられているかは、コミューン間に大きな格差が

存在すると考えられる。乱用問題を抱えている両親であったとしても、子供に

とって両親と安全かつきちんと機能したつきあいを持つことが必要であるとい

うことを、社会サービスの職員が前よりもよく理解できるようになったと認識

しているレーン中央行政庁もある。その反面、成人の乱用者の必要性調査及び

決定を行う際、子どもの最善をほとんど考慮していないコミューンが多いと述

べているレーン中央行政庁もある。

同様に、生計維持援助の案件の調査・決定の際に、子どもの視点を取り入れ

ることの重要さを理解している職員が増加してきていると判断しているレーン

中央行政庁もある。しかしレーン中央行政庁の半数が、この点に関してはまだ

まだ発展途上であると考えている。このことは、調査の対象とされた生計維持

援助の案件のうち78％が、子どもの視点への配慮に不十分な点があったという

ことからも明らかである。それゆえ子どもの視点は、乱用者ケアや生計維持援

助に関わる案件では、児童福祉に関する案件ほど子供の視点に対する配慮がさ

れていないとされる。

総括として言えることは、レーン中央行政庁の監督報告書及び子どもの地位

を強化する目的で行われた法改正に関して社会庁が行ったフォローアップを見

る限り、何かが起こりつつあるという明確なビジョンが見えるということであ

(９８）
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る。子どもの視点が考慮される機会が増えてきており、またそういった姿勢が

求められてもいる。しかしながら、子どもの意見が案件の調査結果に影響を与

えているのかどうかが明らかになっているわけではないし、他の点においてそ

の目標が達成できているというわけでもない。しかし、そのような視点の置換

が見られるのは事実であり、それが起きる理由に関する議論は興味深いもので

ある。また同時に、生計維持援助または乱用者ケアに関する案件においては、

子どもの視点がしばしば忘れ去られているということが確認できる。

（４）ＬＳＳ法に基づく影響力及び障害者改革

ＬＳＳ法の目的は、施策の計画・形成・実施に対し直接的な影響力を行使する

権利を本人に与えることにあった。重度機能障害者.sがそれ以外の方法で様々

な必要性を満たすことが不可能な場合、法に規定されている10施策.6のいずれ

かを受ける権利がＬＳＳ法により保障されたのである。それゆえＬＳＳ法は、本

章で取り挙げるテーマに関する発展の、最も顕著な例として挙げることができ

る。

｡‘発達障害、自閉症および自閉症的な症状にある者、成人に達してからの事故または身

体的疾病に起因する脳障害により重度かつ継続的な機能障害を有する者、または明ら

かに通常の加齢に基づくものではないその他の継続的な身体的または精神的機能障害

を有する者で、その障害が重度でありかつ日常生活の営みにおいて著しい困難を伴う

ため広範な支援とサービスを必要とする者を指す。

．Ｇ助言その他の個人的支援、パーソナルアシスタントによる援助または当該アシスタン

トのための経済的給付、付添いサービス、コンタクトパーソンによる援助、在宅での

交代サービス、１２歳以上の学童を対象とする短期間の見守り、ファミリーホームまた

は子どもまたは青少年を対象とする特別サービス付き住居、成人を対象とする特別サー

ビス付き住居その他の特別の設備を備えた住居、デイサーピス（但し、いわゆる第三
号に該当する者には適用されない）の10種類。

(99）
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特別の権利を通じての影響力

ＬＳＳ法の制定段階からすでに見られていた明確な方向性は、法に規定された

個別の権利を個人が影響力を行使するための前提条件としてみなすというもの

であった。すでにここで明確な位置づけが行われたのである。このように明確

な方向性を示すというのは立法者にとって自明のことではない。この点につい

ては、後述の議論の箇所で再度扱うこととする。

障害者調査委員会は、例えば機能障害をもつ人の権利が市民としての権利と

結びついたものだというのなら、どうして個人の諸条件が居住地によって左右

されるのかを説明するのが難しいと表明している（SOUl991:46)。また、機

能障害をもつ人のような少数派の人達にとっては、コミューンの義務が詳細化

され、その決定に異議申し立てができるということが重要であると述べた。そ

のことで、コミューンに対して要求を出すことが可能になるからである。法律

が詳細化されればされるほど、要求を出す可能性もより大きくなる。調査委員

会によると、法律上の権利を詳細化することはすなわち個人が影響力を行使で

きるための前提条件なのである。

影響力行使のために特別に形成された諸施策

機能障害をもつ者が権利を有している１０種類の施策の１つに、パーソナルア

シスタントの援助を受ける権利がある。パーソナルアシスタントという施策に

より、いつどこで支援を受けるのかを自分で決定できるようになる。アシスタ

ント給付金を受けることにより、利用者本人が自分でパーソナルアシスタント

を雇用したり、コミューンまたはその他の機関にアシスタントを雇用する権限

を委任したりすることができる。個人が行使できる影響力の大きさで、パーソ

ナルアシスタントに匹敵するような社会サービス上の施策は他に存在しないと

(100）
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言える。

機能障害をもつ者の影響力は増大したのか？

社会庁がまとめた障害者改革に関する最終評価報告書には、改革が解決する

はずであった問題がまだ残されていることが明らかにされている（社会庁、

l997b)。それは、参加協力、文書記録、法的保障等極めて重要な領域における

影響力である。

前述の評価報告書では、個人計画が作成されていない機能障害をもつ人が多

いことも確認されている。最終評価報告書が提出されてから５年後の2001年に

提出されたレーン中央行政庁の監督書によると、個人計画がわずかしか作成さ

れていないという状況を３つのレーン中央行政庁が指摘している（社会庁＆レー

ン中央行政庁、2002)。しかしそれでも、1998年と比べると数値は増加してい

る。

また、改革後自らの影響力が増大したと考えている利用者が多くいることが、

社会庁の調査により明らかになっている（社会庁l995b)。しかしながら、ＬＳＳ

法に基づいて提供される施策別に分類すると、結果に多少の偏りが出てくる。

もっとも肯定的な結果が得られたのはパーソナルアシスタントの利用者からで

あり、施策に対し大きな影響を与えることが可能であると回答している。これ

に対して、付添いサービス、コンタクトパーソン、障害をもつ成人を対象とす

る住居といった施策に関しては、施策に対し大きな影響を与えることが可能で

あると回答した人の割合は低くなっていたな？（1997c)。

別の調査でも、パーソナルアシスタント施策は、他の施策と比較しても個人

．'影響力が以前に比べて強化されたと考えている人は過半数を占めている。その割合は、
付き添いサービスで70％、コンタクトパーソンで68％、障害をもつ成人を対象とする
住居で62％となっている。（これらの数値は、ＬＳＳ法が適用される重度身体及び精神
障害をもつ人への直接インタビューに基づくものである｡）

(101）
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が影響力を行使することをより可能にしているという結果がでている（Hedequist，

1998)。パーソナルアシスタントという施策により、個人が施策の内容だけで

はなく時間配分に対しても影響力を行使することが可能になるのである。それ

ゆえ、個々の利用者により強い影響力を目に見えるような方法で与えている施

策であると言える。

コミューンのグループホームに住んでいる知的障害をもつ者などにとっては、

施策に対する影響力と日常生活に対するそれとを区別することは不可能である。

日々何をしたいのかを決定する権利、アパート内の家具の配置を決定する権利、

誰と交際するのかを決定する権利等に関しては、まだまだ不十分な点が多いと

考えられる。

発達障害をもつ者に対する福祉施策がコミューンに権限委譲されたことに対

する評価によると、住居の選択に影響力を行使することができたと答えた発達

障害をもつ者は10人中たったの１人しかおらず、職場の選択に影響力を行使す

ることができたと答えたのは半数程度であった（Tideman，1997)。しかしな

がら、自分の生活状況について議論されるミーティングに参加することができ

るようになったなど、個人の影響力に改善がみられた点もあった。

OveMallanderの論文では、1990年にあった（現在では解体されている）

知的障害をもつ者のためのケアホームとその数年後にできた６つのグループホー

ムを取り上げ、居住者の影響力及び自己決定の状況を比較している。それによ

ると、グループホームにおける職員と居住者との間の権力関係は、旧ケアホー

ムの権力関係と非常によく似ているという結論に達している。官僚主義的な組

織形態をとることで、活動の内容や銀行や郵便局に行く日時、食事内容や食事

時間等の日課等すべて職員が決定・管理することになってしまった。好きなと

きに家に行き来することが可能であると答えたのはたった一つのグループホー

ムだけであり、多くのホームにおいては訪問を受ける機会を管理・制限されて

いた。

(102）
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居住者を「対象」として扱い、自立した個人として扱っていないグループホー

ムが存在するということは、レーン中央行政庁の1999年の事業監督書にも言及

されていた（社会庁＆レーン中央行政庁、2000)。またレーン中央行政庁は、

コミューンがより大規模なグループホームを建築する傾向がみられると指摘し

ている。このような傾向は、２年後に行われた監督の際にもまだ見受けられた

(社会庁＆レーン中央行政庁、2002)。

発達障害をもつ者の生活条件が、1990年代にある程度「通常化（ノーマライ

ズ)」されてきたことを見過ごすことはできない。その一例として、より多く

の発達障害をもつ者が自分自身の台所設備、郵便受け、表札および鍵を持つよ

うになったとTidemanの研究に指摘されている。

しかし導き出される結論は、先述の高齢者の特別住居に関する場合とほとん

ど変わらない。つまり、個人は自分の日常生活をどう過ごしたいのかを常に自

己決定できるようにはなっていないということである。障害をもつ者の自己決

定権に関しては、障害者改革の目標レベルにまでは達することができたとは言

えないのである。

（５）精神障害者改革に基づく影響力

精神障害者改革の目的は、精神的な機能障害をもつ者に対して県とコミュー

ンから提供される支援を改善・整合化することにあった。そこで重要とされた

のが、両主体間の責任分担を明確にすることであった。改革により、コミュー

ンは精神的な障害をもつ者の住居と就労についての主たる責任を負うだけでな

く、彼らに対する支援を開始・計画作成・整合化する権限を県から委譲された

(ProPl993/94:218)。県は精神的な障害をもつ者に入院及び通院ケア、リハ

ビリ及び療養施策といった保健医療を提供する責任を負っている。

当該改革の基礎となる報告書（SOUl992:73）を作成した障害調査委員会は、

(103）
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同報告書の中で、いわゆる患者／当事者の視点あるいは家族の視点を特に強調

していた。ケア・支援・サービスは必要性に基づいて提供され、精神的な障害

をもつ者の自己選択及び優先順位に従って形成されなければならない。日常に

おけるサポート、就労および住居は、地域社会の中で提供されなければならな

い。精神医療的治療及びケアは、大規模な精神病院に集中されるべきではなく、

一般病院の精神科において提供されなければならない゛8．精神的な障害をもつ

者に対する施策を決定する際の原点となるべきは、その人の自己選択と優先順

位である。

個人オンブズマン（personligaombud）

精神障害者改革により、コミューン及びその他の公共団体は、いわゆる個人

オンプズマンというモデル事業を行うことが可能になった。個人オンブズマン

とは、利用者個人が公的機関に接触する際に支援人・代理人として機能する人

を指す言葉であり、また様々な主体から提供される当人に対する施策を整合化

する、という任務も担うものである。この制度の根本的な目的とは、精神的な

機能障害をもつ者自身が、ケア、福祉、援助、サービスに対してより多くの影

響を与えることを可能にすることであり、当人の自信を増大させるためにいっ

そう貢献することである。

モデル事業が良好に機能したため、国会は、当該事業に対し9000万クローナ

の予算を組むことを決定し、本年（2003年）では全体の85％にあたるコミュー

ンで実施されている。社会庁には、当該事業のフォローアップと評価を行う責

任がある。

．‘しかし精神病院における入院病床の数は、改革以前と比べて大幅に減少している。

（１０４）
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精神的な障害をもつ者の影響力は増大したのか？

精神障害者改革を評価した最終報告書（社会庁、1999a）の中で、社会庁は、

精神的な機能障害をもつ者.,の参加及び影響力の可能性はまだ軽視されたまま

であることを確認している。個人計画はほとんど作成されておらず、退院に際

する本人との協力体制は不十分であるとされている。また、ＬＳＳ法に基づく施

策を受けている精神的な障害をもつ者の数は2,300人にすぎない．'0.しかしフォ

ローアップでは、個人オンブズマン施策が障害をもつ者の影響力を増大し、ケ

アがより身近なものとなり、ＬＳＳ法に基づく施策を受ける可能性を促進するこ

とになったと指摘している。

評価の部分報告書では、ストックホルム県に居住する20人の慢性的に精神的

な障害をもつ者を対象としてインタビューを行っている（社会庁、1998a)。そ

こには、インタビュー対象者の生活状態をあらわす言葉として「存在学的孤独」

という表現が用いられている。それは、意義のある人間関係が欠如しているこ

とであり、めったに選択を行ったり自分の衝動に従ったりしない状態を指す。

彼らの生活の特徴といえば、住居．外来型（オープン）ケア．コミューンの提

供している出会いの場などといったあらかじめ決められた場所をひとりで行き

来しているだけだということである。また、いわゆる「病院依存（hospitalisering)」

が、外来型（オープン）ケアにおいてすらみられるという結論も出されている。

個人は「対象」として扱われていることを実感しており、自分自身を患者や当

事者以外の何者かであると考えることはめったにないのである。

評価報告書には、精神的な障害をもつ者のための事業に関する記述も含まれ

ている（社会庁、1998b)。住居に関して言うと、障害をもつ者が自分自身の日

.，精神的な機能障害をもつ者という概念は、精神的障害のために長期にわたって社会的
な機能が低下している者を意味する。

･１゜最近の調査では2,700人とされている（社会庁、2002c)。

(105）
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常生活を決定する可能性を制限するような規則や要求が存在しているという結

論が出た。たいていのグループホームでは、職員がアパートの鍵を持っていて、

入.居者の個人的衛生やそうじの規則などを定めていた。また、入居者の起床時

間が定められているところが多かった。その上、精神的な障害をもつ者が自分

のアパートの鍵を持っていないといった状況がよくみうけられることや、一般

住宅のある地域内に精神的な障害をもつ者の住む特別住居がほとんど存在して

いないことを指摘している研究もある（Sch6n，1999)。

また、社会庁がコミューンの事業に対して監督を行った際、利用者にアンケー

トを通じて自分の感想や意見を述べる機会を与える、いわゆる一日実地調査を

行った。（社会庁、l998b)。しかしその際に出された批判には、「職員達は私た

ち病人を無視して何でも勝手に決める」といった、権限や影響力に関するもの

が多かった。

しかしながら、異なる実態も存在している。以前長期間にわたって精神病院

に入院していた人は、自分自身のアパートを持つことがどれだけすばらしいか、

インタビューの中で強調している（社会庁、2003.)。施設に長い間滞在してい

た者にとって、自分のアパートを持つということは、アイデンティティーや自

己決定の可能性を与えるものである。また、買い物や郵便局にでかけるといっ

た日常的家事を自分で行っていると回答した人も多かった。（sch6,,1999)。

就労やリハビリテーションといった活動は、個人が施策に対して大きな影響

力を行使できるよう計らうことを目的の一つとして行われることが多い。イン

タビュー調査の際、精神的な障害をもつ者に対する就労事業に従事している回

答者の中には、個人プランを作成する際に精神的な障害をもつ者本人も積極的

に関与したと答えた人が多かった（社会庁、200lb)。事業全体に関わる大きな

問題には利用者も関与していると答えた回答者も多く、その人たちはまた、利

用者組織とも継続的に協議を行っていると答えている。しかし報告書の執筆者

は、ここに紹介されている利用者の影響力は、利用者の視点からではなく事業

(106）
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者の視点からとらえたものであると前置きしている。

利用者も大きな会議に参加し、そこで施策の内容を決定したりするなど、就

労事業を完全に利用者の自治によって運営しているコミューンは全国に多く存

在する（PalmerSchale，1997)。また、コミューンが財源となっているのにも

かかわらず、協同組合という形態で事業を運営しているところもある。その他

にも、生産とリハビリテーションを組み合わせることにより、事業自体で採算

がとれるように努力が行われている事業も存在する。

総括すると、「脱施設化（avinstitutionalisering)」は一部の精神的な障害を

もつ者が日常生活に影響力を行使する機会を増やしたが、その影響力は立法者

が目指したものより相当制限されたものであると言うことができる。

４議論すべき諸問題

利用者／当事者の地位強化は、将来の社会サービスにおいて発展及び優先さ

れるべき領域である。社会サービスの分野で現在尽力されている知識の発展

(第13章参照）とは、社会サービスの利用者が、可能な限り高度な知識に基づ

いて施策が決定・提供され、またどのような知識に基づいて施策の決定が行わ

れているのかという情報の提供を要求することを指している。

これまでに書いた通り、個人の自己決定及び影響力行使の可能性は、立法者

によって高い優先順位が与えられている分野である。しかし、そのような発展

が実現するためには、個人の地位強化の実現にどのような障壁が存在するか

(例えば自己判断能力に欠ける個人に対し必要性を満たす権利を保障するため

にはどうすればいいか等）について議論することが前提となる。また、個人は

どのような権利を有しているのか、そしてそれを最善の形で満たすためにどう

すればいいのかといった点について議論する必要性がある。上記の問題のうち、

数点について以下言及することとする。

(107）
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（１）影響力の増大による経済的結果

個人の影響力に関する問題と、社会サービス事業が有している前提条件とを

関連させて考えることは重要なことである。そのように考えると、経済的な資

源の持つ重要性は大きくなる。社会サービスのための経済的余裕が減少してい

る時期に、個人が施策の内容を選択したり影響力を行使したりする可能性が減

少するであろうということは、容易に考えられることである。コミューンの代

表者自身、資源の欠如が原因で自分達が望むほどに個人の影響力を増大させる

ことができないと述べている（社会庁、2003a)。

とりわけ、重度の介護の必要性を有する人が日常生活に行使しうる影響力と、

実際にそれを行う経済的可能性との間には、明確な関連性がみられる。例えば、

もし認知症の人がいつ起床し、どのように食事をし、いつ外出するか等などを

自分で決定する権利を持つものとなると、職員の人数や労働時間をその必要性

に対応させることが必要となる。立法者が実現したかったが現実ではまだ不備

な点は多く見られるのは、そういった日常生活上の影響力なのである。

また、様々な施策の中から選ぶ可能性に対しても、経済的障壁が存在してい

る。選択の幅を広くしようとすると、個人が選べる選択肢の数を数多く余分に

用意しておかなくてはならなくなる。その場合、利用者のためになる、職員の

労働環境が柔軟になる、など他にも利益が存在するのかどうか議論するのは興

味深いことである。もしそうならば、ケアや介護の必要性が小さくなる、疾病

休暇を取る職員の人数が減少するなど、長期的視点でみると経済的にも有利な

状況になる可能性がある。経済的なメリットがない場合であっても、利用者に

とってのメリットがかなり大きければ、そういった試みが優先される可能性も

ある。

(１０８）
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（２）個人主義化はジレンマか？

障害をもつ者の生活状況を調査するために福祉経済収支委員会（Kommitt6n

Viilf1irdbokslut）が用いた項目の一つに、行政決定に対して訴えを提起する能

力というものがあった（Szebehely，Hdtzell＆Lundberg，2001)｡同委員会

により、精神的な障害をもつ者*'１は訴えを提起する能力に欠けることが多いグ

ループであることが確認されている。精神的な障害をもつ者はまた、決定に対

して訴えを提起することができない者の割合が増加傾向にある唯一のグループ

でもあった。

委員会は、その他の障害者グループに比べ、ＬＳＳ法にもとづく施策を受けて

いる精神障害者の割合が少ないのは、このことが原因の一つではないかと述べ

ている。この議論における個人主義化のジレンマとは、個人の権利を強調する

ことで、自分の権利を主張できない人に自分の必要性を満たすことが不可能に

なってしまうというものである。

他の分野でも、同様の問題が生じている。例えば特別住居に住む高齢者が大

きなケア及び介護の必要性を有していることは周知の事実（社会庁、2003a）

だが、必要性が大きいことで彼らが影響力を行使する可能性が限定されてしま

うことがある。この章の概要にも、そのような状況にある人々の影響力がこの

数年ほとんど増大していないことが明らかにされている。

影響力は、義務ではなく可能性だとみなされなければならない。ケアや介護

に携わっている職員は、個人が自己決定能力に欠ける場合であっても、その人

が自分の権利を行使できるよう保証しなければならない。

障害に関する研究者BarbroLevinは、論文の中で（Levin，1998)、強制を

廃止し法における個人の立場を強化することによって旧式のパターナリズムが

零m同委員会は、精神的な障害をもつ者という概念を、「長期的にわたり精神的疾患を有
する者」としている。

(109）
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放棄される際、個人が法に定められた権利を保障されるよう、必要性について

の積極的解釈を促進したり公的機関の入り組んだシステムの道しるべとして機

能する、いわば「新」パターナリズムに取ってかわられなくてはならないと述

べている。Levinは、自治を増大するためにパターナリズムがまだなお必要と

されるというのは矛盾していると述べている。

議論はそれでも複雑にならざるをえない。解釈優先権は専門家の持つ権限の

中核であり、個人は自分の必要性を専門家よりも小さく見積もることが多いと

いうことも研究によって明らかにされている（Mayer&Timms，1970)。自分

の困難や必要性を見積もる能力に欠けている場合、他の価値観や要望を有して

いる場合など、その原因となる状況はケースによって違ってくるであろう。ま

た、専門家が自分の職業的アイデンティティーもしくは知識や経験を高めるた

めに、自身の仕事の成果を評価する必要性を有しているという説明をすること

もできる。従って、あまりにも“積極的，,すぎる解釈によって、個人の必要性

と専門家のニーズが混合される危険性が存在し、その結果、まず専門家のニー

ズが満たされてしまうといった事態も発生しうるのである。

個人主義化の増大により、専門家には、個人とコミュニケーションをとる能

力及び難しい倫理的な比較考慮をする能力が要求される。これはとりわけ、自

分の意見を主張することや自分の必要性を判断することが困難な個人に該当す

ることである。また、時間的余裕・仕事のメソッド・共通の倫理的基盤だけで

はなく、当事者と接する者が適切な人物で、その人が職務を遂行する際に外部

からサポートを受けられるということも大切である。これからどのように発展

していくのかを予想して語ることはできない。しかし確実に判っているのは、

自立能力の不十分な人が日常生活においてより大きな影響力を行使するのを可

能にするためには、より多くの研究とメソッド発展との双方が必要になるとい

うことである。

また、個人が自力で必要性を満たすことができるためには、個人オンブズマ

(110）
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ン（personalombud）のような新たな施策を一層発展させる必要がある。こ

れと関連して、任意団体がその構成員の代理人になる可能性についても注目さ

れるべきであろう。

しかし個人主義化により、資源がそれを一番必要としている人々から権利を

大声で主張するタイプの人々に移行してしまう危険性があることを、決して忘

れてはならない。このことはさらに、政治的決定により表現される国民多数派

の意志と、自分の受ける施策に対して選択権と影響力を行使したいと要求する

今日の市民の意志との関係についても同様のことが言えるであろう。

（３）影響力の前提条件としての法的権利

障害調査委員会は、個人が影響力を行使しうるために、法的権利が詳細に規

定されることが前提条件であると述べた。国会は、ＬＳＳ改革を通じてこの考え

を支持する姿勢をとった。しかし1998年の社会サービス法改正で個人の訴える

権利を制限した際には、上記の考えとは部分的に異なる論理を提示した。しか

しそれはごく一部の決定に対する裁判所へ訴える権利の限定であり、他の施策

については訴える権利が認められているということ、及び個人における法的権

利の一般的保障を重要視していることを強調していた。本章では、影響力に対

して法的権利が持つ意味の一例を示すこととする。

社会サービス法改正の基礎となった政府法案には、社会サービスにおける数

種の発展傾向が導入部分に描写されている（Prop｣996/97:124)。とりわけ、

新たな事業を行う際に利用者が影響力を行使することは当然のことだと解釈さ

れるようになったことなどが指摘されている。他の重要な環境的変化としては、

市民が尊厳と自己決定とをいっそう強く求めるようになってきたこと、サービ

ス指向の仕事方法が採用されるようになってきたことなどが挙げられる。教育

水準の上昇及び要求能力の上昇もそれに関連して起こってきている。

(111）
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政府法案では、社会サービス法が施行されて以降のソーシャルワークは上記

の視点によって特徴づけられるものであり、そして個人の資源を重要視しそれ

を強化するという仕事方法へと発展していることが指摘されている。「様々な

措置の必要性を判定する際、またその施策を実施する目的を決定する際、個人

がより積極的な役割を担うようになった。今日では、行政機関の一方的な決定

ではなく、個人との協力のもとに決定が下されることが目標とされている。そ

れゆえ、一部の施策の決定に対して訴えを提起することができる必要性が、以

前よりも顕著なものではなくなったのである｣。

この論理によると、法的な権利は、影響力行使のために必要不可欠な前提条

件というより、むしろ個人と社会福祉労働に携わる者との間の協同作業を妨げ

るものとされている。影響力の核心は、仕事の方法、接し方、及び要求力や影

響力を行使する現代人の能力に関連するものであるとみなされている。

この98年の法改正により、裁判所に訴えることのできない援助施策が導入さ

れた。これには、例えばケアや更生治療、家具の購入等全国基準（riksnormen）

を越える生計費援助などが含まれていた。個人の援助を受ける可能性を減少さ

せることが、法改正の理由として挙げられたわけではない。その反対に、コミュー

ンがそれぞれの前提条件に従って支援施策を仕立て上げられるようにすること

が法改正の意図とされた。

法改正のフォローアップを行った際、コミューンの職員数人を対象にインタ

ビューが行われた。その際、コミューンの乱用者ケア分野における経済枠の縮

小と利用者の訴える権利の制限が、質の向上につながることがあるという意見

が出された。適切な施策を選択するよう要求されることが増え、それがケア計

画の策定の際によりよい調査を行い、より熟考された計画を策定することに対

する要求につながる（社会庁，1999b)。同様に、提訴権の制限により、援助判

定者（socialsekreterare）が当事者とよりいっそう協力するべきだという強い

圧力がかかると答えたインタビュー対象者が数人いた*'2。

(112）
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社会庁が評価を行う際、乱用者の訴える権利の制限がどのような危険性をも

たらすかに関し、利用者団体に意見を提出する機会を与えることにした。しか

し、利用者団体の見解はコミューン職員の見解とは大きく異なっていた。利用

者団体は、乱用者本人が更生できると思えるような施策を提案する機会を有す

ること、そしてそれに対して否定的な決定が出されたときは訴える機会を有す

ることが非常に重要であると考えた。利用者団体はまた、特に乱用者が、自由

意思に基づくケアに対して影響力を行使することを保証されることが重要であ

ると考えた。なぜならば、「誤った（ケアの）決定」の結果、乱用者に対する

強制ケア法（LＶＭ）に基づき本人の自由を剥奪されるほど乱用状態が悪化し

てしまうことがあるからである。

訴える権利の有無が援助判定者と個人の関係にどのような影響を与えるのか

については、誰の視点に立ってものを考えるかによって変わってくるものと思

われる。当事者と援助判定者の出会い（関係）の内容を決めるのは、権利を行

使する主体としての個人の責任なのか？それとも、個人の意見を聞きそれを

取り入れるのは専門家の責任なのか？この２つの要素はもちろん相反する立

場に立つものではないが、影響力は個人が法に従って要求するものなのか、そ

れとも特定の仕事方法を通して専門家から与えられるものなのかという違いは

存在している。

また、乱用者や社会手当受給者（socialbidragstagare）よりも機能障害をも

つ者に対して、権利の視点が取り上げられることが多いように思われる。それ

ゆえ、影響力の行使に対する権利の重要性がどう評価されるかという問題は、

社会を構成する様々なグループに対する私たちの見解（社会における地位、論

議の出発点としてどのような道徳的価値観を用いるか等）にある程度関連して

いると言える。

…しかしながら、インタビューを行った職員の過半数は、訴える権利の制限に対して否

定的であった。

(１１３）
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社会サービス法に基づく行政決定に対して訴えを提起する権利は、2002年１

月１日より再び導入された。

（４）権利主体としての子ども

子どもの立場が実際強化されたように見えるのは、子どもが権利の主体であ

ると考えられるようになったからである。しかしながら、そこで意味するとこ

ろの権利とは、法律上の権利というより、道徳的および普遍的権利であるとさ

れる。その目標は、「子どもの視点」が社会の中のあらゆる部門において浸透

すること、そして特定の公的機関（子どもオンブズマン）が、それを実現でき

るようし向けることにある。子どもは、自分自身の意見を述べる権利だけでな

く、保護や扶助を受ける権利の主体でもある。児童福祉の案件において積極的

な改善がみられた背景には、このような子どもの視点の存在があったと思われ

る。

しかし興味深いのは、これが子どもが自分自身の問題で案件に関わっている

場合にのみ当てはまるということである。レーン中央行政庁の監察によると、

子供が対象となる案件における「子どもの視点」に改善がみられるのに対し、

生計維持援助に関する案件ではあいかわらず子どもの視点が軽視されていると

いう。子どもは権利の主体であるという命題は、これまで子ども自身に関する

案件においてのみ重視されてきたように思われる。しかしそれ以外の場合には、

大人の視点のみが用いられ、子どもにもたらされる効果や子どもの意見に対す

る配慮がされていないことが多い。

（５）影響力における性別という視点

障害に関する研究者KarinBarronは、影響力の問題が権力および性別と関

（１１４）
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連づけて考えるべきものであると主張している（Barron，2000)。個人が社会

の様々な局面（ケアや福祉の分野など）でどのように扱われているかというの

は、どの性別に属しているか及びそれぞれの性別の持つ役割についてどのよう

な概念が存在しているのかによって変わってくる（Gunnarsson，1993)。

Barronは、上で述べたような性別による条件の差が、彼女のいうところの

｢うっとりするほど」中性的な概念を使うことによって表面に現われないよう

にされているのだと主張する。その場合、男性と女性の前提条件にもともと差

があることを考慮に入れていないため、個人の権力と影響力に関する議論が不

完全なものとなる危険性がある。

社会サービスの分野における影響力の可能性が、女性と男性とでどう異なっ

ているかに関する情報はほとんど存在していない。ＴｏｍｍｙＭ６ｕｅｒは、１９９０

年代半ばに児童福祉と高齢者福祉の分野において個人が行使できる影響力に関

する経験的研究を行った（M611er，1996)。そこで彼は、男性に比べて女性の

方が、相当に高い割合で影響力を行使しようと試みていること、及び女性の方

がケア職員との対話を通じて影響力を行使することができると考えている傾向

があることを確認している。

しかし別の文献では、女性の影響力の可能性が男性よりもより強いというこ

とに対して、反対の立場が示されている。例えば障害を有する女性と高齢の女

性は、同じ対象グループの男性と比べると、行政決定に訴えを提起することが

できると答えた人数が少ない（Sxebehely，Fritzell＆Lundberg，2001)。しか

しながら、高齢者福祉においては棄却決定を訴えた全件数のうち３分の２は女

性によるものであることが確認されている（社会庁、2002b)。このことは、コ

ミューンの提供するホームヘルプサービスや高齢者福祉の受給者の大半が女性

であるという事実から説明できる．

(１１５）
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（６）影響力を増大するために特別に形成された施策

また、個人が施策を受ける時間・内容・任務について自己決定することで、

どのような結果がもたらされるのかを観察するのは興味深いことである。パー

ソナルアシスタント改革に対する評価において他の社会サービス施策との比較

を行った際にも、個人の施策に対する影響力を保障するための最善の方法は

｢管理する権利の委譲」であるという点に対して強い賛同が得られている。

また他の分野でも、上記のような仕事方法がより一般的になる傾向にある。

例えば、認定されたホームヘルプ時間の使い方をヘルパーとホームヘルプ受給

者が一緒に決定するというプロジェクトを実施している地域もある。

個人が社会サービスの施策やその内容を決定できることを目標とする試みに

は、精神障害をもつ者に対する個人オンブズマン制度の導入という別の例もあ

る。オンブズマン（代理人）は当事者から委任されて活動しているが、同時に

コミューンの職員でもある。例えばコミューンにおける財政が緊迫している時

期などには、忠誠上の対立が生じる危険性があるのではないかといった問題が

提起されているが、これについてはいまだ解明されていない。同様に、例えば

オンブズマン（代理人）が当事者の要求を不合理なもの、もしくは本人に直接

危険をもたらす可能性のあるものと判断した場合にも問題が起こりうる。

社会庁は、政府の委任を受け、2005年までに個人オンブズマン事業の評価を

行うことになっている。当該評価には、事業が当事者にもたらした効果及びこ

こに例示されたような問題点やその解決策などが含まれる予定となっている。

（７）権力、メソッドおよび専門化

最後に、援助者と被援助者の関係とは常に非対称的なものであるということ

を強調しておく必要がある。法に基づく権利主体かそうでないかによって影響

(１１６）
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を受けることはあっても、この関係自体を排除することは不可能なのである。

社会サービスの質の維持・向上のためには、質やメソッドの向上及び専門化

を促進する取り組みが不可欠な措置となる。それにより、個人に悪影響もしく

は害を及ぼすような更生ケアを提供しないための条件を増やすことができるで

あろう。

施策の効果についてより多くの知識を得ることは、社会サービスの分野にお

ける選択の自由を強化するための前提条件となりうるだろう（Pritz＆Hansson，

2002)。また、個人が様々な施策の中からどれかを選ぶためには、それらの施

策が本人にとってどのような結果をもたらすと考えられるのかという情報を与

えられなければならない。それゆえ、より多くの知識に基づいたソーシャルワー

クを目指すということは、社会サービスにおける個人の地位強化という目的に

もつながると言える。

しかし、このことは同時に、社会サービスに対する個人の地位を弱めること

にもつながる。そういった知識が、当事者が希望する施策を受けるのに反対す

る論証として使われることもあるからだ。どのような視点からどのような施策

作業が行われているのか、またどのような関係者がみうけられるのかなどが決

定を左右する要素である。これは、どのように知識が使用されるかという良い

例であろう。

個人の影響力は専門家だけの問題ではなく、遅かれ早かれ政治的問題になる

ものである。最終的には、国民に選ばれた政治家たちが様々な状況下にいる当

事者／利用者に対してどのような権利を付与したいのか、それを諸事業にどの

ように取り入れるべきなのかという問題となる。

しかしこの議論は、政治的スローガンのように簡略化されるべきものではな

い。もし個人の影響力が重要だとする姿勢を採るならば、そういった発展を推

進するために専門的な措置を統合していく必要がある。この視点からすると、

自治能力に欠ける者の地位を強化するために、メソッドを発展させることが必

(１１７）
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要になってくる。

（８）重要な発展分野

立法者の意図する方法で個人の地位が強化されるとすると、多面的な取り組

みが必要となる。そのうちのいくつかの点を下記に例示する。

監督

国による監督の中心となるのは、市民の利益、安全及び生活条件である

(SOU2002:14)。監督とは、法により保証されている誓約に基づいて市民が提

示している要求を満たすよう、諸事業の方向付けをするための手段であるとみ

なすことができる。それゆえ、個人が法に規定された強い地位を獲得すること

ができるためには、個人の影響力の発展に関して監督を行うことが重要な手段

となる。レーン中央行政庁による監督報告書でも、個人の影響力に関する事項

が大きな部分を占めている。

同時に、レーン中央行政庁が監督権を行使する可能性は、それぞれの規定が

どれだけ詳細であるかに大きく左右される。個人の影響力がどのようにどの分

野で強化されるべきであるか明確に規定されていない場合、問題の主体に対し

てその実施を強制する可能性は小さくならざるを得ない。

また、影響力を測定するのにどのような基準を用いるかという点も重要であ

る。2001年の監督報告書には、生計維持援助に関する案件において「子どもの

視点」を重視する意識が高まったと報告しているレーン中央行政庁がいくつか

あった。しかし、これがどのように判断されたのか、そしてどのような根拠に

基づいてこのような報告が行われたのかについては、どこにも記載されていな

かった。それゆえ、その記述を比較のための資料として、もしくは大きな結論

(１１８）
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を導き出す材料として使用することは困難となる。

影響力という概念は、いっそう明確に定義されなくてはならない。また、影

響力を測定するためのメソッドについても発展及び議論させられなければなら

ない。市民による監督及び利用者参加／近親者参加を制度化する可能性につい

ても、明確にされる必要がある。

2002年、社会的分野における監督を発展させるためのプログラムが社会庁と

レーン中央行政庁によって採択された。同プログラムは、社会サービスの対象

となる人々と彼らの状況に焦点をあてている。積極的に監督を行うことにより、

社会サービスの分野における不備な点や問題点などを早期発見することが可能

となるであろう。2003年度中には、利用者と市民がどのように監督事業に参加

することができるかという政策が展開される予定である。

文書記録及び質に関するシステム

個人の影響力に関する全体像を把握することは困難である。利用者に対する

インタビューはそれを調べるために最もよく利用される方法だが、それだけで

は不十分である。例えば、個人の不信感や不満な態度が何に由来するものなの

かといった疑問の答えは出されない。利用者の不満がその人の要望、年齢、社

会的状況及び居住地域と関係するものであることは、先行研究（M611er,1996）

によって明らかにされている。

影響力の度合を測定するために、ケア・介護・サポート・サービス等に関す

る個人計画が存在するかどうかを調査するという方法もある。その際、これら

の計画の内容及び当事者が計画作成に関与したのかどうかについても注目され

なければならない。

社会サービスの分野における文書記録がきちんと機能しているということは、

どのように個人の影響力が発展したかという追跡調査を行うためには必要不可

(１１９）
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欠なものである。例えば社会サービス法に基づく子どもの地位に関する追跡調

査を行う場合、子どもの意見を文書として記録していないこと自体が問題とな

る。文書記録がきちんと行われていないと、単に「官僚主義的」問題となるだ

けではなく、社会サービスの中で最も立場が弱い当事者の姿を見えなくしてし

まう可能性もあるのだ。

個人の意見を聴取するに際して障壁が存在した場合、それを明確にし文書と

して記録しなくてはならない。高齢者に関して言うと、法定代理人の必要性が

提起されることとなる。個人の意見を聴取するために取られた対処及び用いら

れたメソッドについては、文書として記録・評価されるべきである。

影響力を判断するための体系的メソッド

影響力をすべての側面から考察するためには、いくつかの判断手段が必要と

なる。エンパワーメン卜という概念は、いくつかの点（自己決定、参加、コン

トロール、権力、影響力）を心理学的および社会的側面から観察することによっ

て迫ることができるものであり、ケアやサポート研究及び社会的市民として

の生き方などと関連させることができるものである。エンパワーメン卜の測定

手段を発展させるための取組みは、LarsHanssonとその共同作業者らによっ

て実施されている（社会庁、2002c)。その手段は、個人オンブズマン事業のフオ

ローアップを実施する際に使用される予定である。

個人の影響力に関する知識は限られており、発展をフォローアップする手段

はわずかしかない。これらを改善し、社会サービス自身のフォローアップ及び

評価の際に使用できるよう、体系的メソッドを構築する必要がある。この試み

と、社会庁の様々なプロジェクトにみられる知識向上のための事業との間には、

明らかなつながりがあるといえる。

(120）
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現実における利用者の影響力

社会サービスの施策ができる限り高い質を持ち、よりよい結果をもたらすよ

うになるためには、利用者が影響力を行使する事が必要不可欠となる。影響力

行使のためのメソッドは、発展・評価されなければならない。特に重要なこと

は、個人の洞察力と影響力を判断する手段を利用者の視点から発展させること

である。多くのコミューンではそのような改革が進行中である。社会庁のプロ

ジェクト「社会サービスにおける知識発展に対する国家支援」においては、利

用者の影響力増大の有用性とそのためのメソッドについて議論されている。こ

の問題はまた、国の高齢者政策のための行動計画、および全国コミューン連合

会の行った質の向上のための事業（SvenskaKommunftjrbundet，2002）でも

注目されている。将来的には、社会サービスの分野において利用者が影響力を

行使する可能性が現代的レトリック以上のものになる可能性がある。そのかわ

り、質及び知識向上のための事業を行うのが当たり前になることが目標となる

であろう。
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